


序　　　文

国際協力事業団は、中国政府の技術協力の要請を受け、寧夏森林保護研究計画を平成６年４月

１日より５年間にわたり実施してきました。

当事業団は、本協力の協力実績の把握や協力効果の測定を行うとともに、今後両国が取るべき

措置を両国政府に勧告することを目的として、平成 10年 11月 23日より 12月 5日まで、林野庁森

林総合研究所 竹谷昭彦 森林生物部長を団長とする評価調査団を現地に派遣しました。調査団

は、中国政府関係者と共同で本計画の評価を行うとともに、プロジェクト・サイトでの現地調査

を実施し、成果の確認を行いました。そして、帰国後の国内作業を経て、調査結果を本報告書に

取りまとめました。

この報告書が今後の協力のさらなる発展のための指針となるとともに、本計画により達成され

た成果が中国の発展に資することを期待いたします。

終わりにこのプロジェクトの実施にご協力とご支援をくださった両国の関係者の皆様に、心か

ら感謝の意を表します。

平成 11年２月

国　際　協　力　事　業　団

理事　亀 若　　誠
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　プロジェクト要請の背景

中国寧夏回族自治区は、「緑の長城プロジェクト」として知られる「三北防護林体系」のなかに含

まれ、1987年以降この防護林の進展とともに森林造成が進められてきた。しかし近年、カミキリ

ムシを中心とした森林虫害が認められるようになり、年間の立木枯死量は4万 m3にも達している。

同自治区では中国のなかでも森林虫害が最も顕著であったため、「森林病虫害総合防除研究セン

ター」の設立を計画し、森林虫害抑制技術の研究・開発にかかる技術協力をわが国に要請してき

た。

１－２　現在までの経緯

わが国は上記の要請を受けて、1993年７月に事前調査団を派遣し、この結果を受けて実施協議

調査団を派遣、1994年４月１日より本プロジェクトを開始した。本プロジェクトにかかる調査団

などの派遣は以下のとおりである。

1993年７月 事前調査

1994年１月 実施協議調査

1994年４月１日 プロジェクト開始

1994年 10月 計画打合せ調査

1996年 7月 巡回指導調査（中間評価実施）

1997年 12月 業務出張

１－３　協力内容

本計画は、寧夏回族自治区における主要な森林害虫の発生生態の解明とこれらの森林害虫の抑

制技術の開発を通して、寧夏森林保護研究中心において森林保護研究を自立的かつ継続的に実施

する基盤を確立することを目標としている。本計画においては対象害虫をカミキリムシとし、主

に以下の 4分野の協力を実施した。

　

（1）　森林被害実態の把握

（2）　害虫の発生生態の解明

（3）　害虫の防除技術構築

（4）　森林保護研究中心における研究開発体制の整備

　

具体的な協力課題は資料 1のプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）に記載のとおり
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である。

１－４　終了時評価調査団派遣の目的

本調査は、これまで実施した協力活動を当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理運

営状況、カウンターパートへの技術移転状況などを調査分析し、ＪＩＣＡプロジェクト･サイク

ル･マネージメント（ＪＩＣＡ Project Cycle Management：ＪＰＣＭ）手法に基づきプロジェク

トの計画達成度の把握と評価を行う。

また、評価結果に基づいて、今後のプロジェクトの展開および協力方針について中国側と協議

し、提言を行う。

１－５　終了時評価の方法

本終了時評価は、ＪＰＣＭ手法に基づいて行われた。ＪＰＣＭ手法による評価とは、プロジェ

クト管理のツールであるＰＤＭ（プロジェクト・デザイン・マトリックス）を利用し、評価時点で

の計画の達成度を踏まえたうえで、評価の５項目（目標達成度、効果、効率性、計画の妥当性、自

立発展性）の観点から実施する多面的な評価である。

ＪＰＣＭ手法を用いて評価を行う場合には、プロジェクトの形成時に作成されたＰＤＭの計画

内容とプロジェクト終了時の実績の比較が評価の出発点となる。本プロジェクトの場合、最終的

なＰＤＭは 1998年３月の合同調整委員会で合意されており、このＰＤＭをもとに最終評価を実施

した。

調査団は、収集した情報を整理・分析し、中国側評価委員との協議を踏まえてプロジェクトの

評価を実施したうえで、この結果をミニッツに取りまとめ、署名を行った。

１－６　調査団の構成

（氏名） （担当分野）（所属）

竹谷　昭彦 総括 農林水産省森林総合研究所森林生物部長

牧野　俊一 森林昆虫 農林水産省森林総合研究所森林生物部昆虫生態研究室長

中島　忠一 防除技術 農林水産省森林総合研究所森林生物部化学制御研究室長

加藤　聖子 計画評価 国際協力事業団林業技術協力課

鶴田　伸介 評価分析 （株）地域計画連合取締役

神谷　晶子 通訳 （財）日本国際協力センター研修監理員
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１－７　調査日程

日順 月日(曜) 時刻 内容 備考

1 11月 23日（月） 8:45 成田空港集合 北京泊

10:45 成田発（JL781便）

13:40 北京着

移動

国家林業局表敬

2 24日（火） 9:00 JICA中国事務所表敬・打合せ 銀川泊

11:50 北京発（WH2120便）

13:40 銀川着

移動

日本人専門家との打合せ

3 25日（水） 9:00 寧夏回族自治区政府表敬

9:40 寧夏回族自治区科学技術委員会表敬

10:20 林業部三北防護林建設局表敬

11:00 寧夏回族自治区林業庁表敬

15:00 寧夏側へ評価についての説明

18:30 寧夏林業庁主催歓迎会

4 26日（木） 9:00 カウンターパートインタビュー

12:30 専門家インタビュー

15:00 カウンターパートインタビュー

5 27日（金） 9:00 カウンターパートインタビュー

15:00 林業研究所視察、会談

17:30 評価状況すり合わせ

6 28日（土） 10:00 青銅峡モデル林視察

沙坡斗砂漠緑化センター視察

13:00 林業庁カウンターパートとの会食

7 29日（日） 評価取りまとめ、資料整理
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日順 月日(曜) 時刻 内容 備考

8 30日（月） 9:00 評価取りまとめ

評価ドラフト作成・翻訳

9 12月 1日（火） 9:00 評価ドラフト配布

新華僑モデル林視察

15:00 ドラフト協議

17:30 寧夏回族自治区政府主席表敬

18:30 寧夏回族自治区政府主催歓迎会

10 2日（水） 9:00 ドラフト協議

15:00 合同評価報告書清書

18:30 評価団長主催プロジェクトカウンタ

ーパートおよび日本人専門家との夕

食会

10 3日（木） 午前 合同調整委員会準備

15:00 合同調整委員会開催

評価報告書署名

18:00 評価団長主催答礼宴

11 4日（金） 8:00 銀川発（WH2119便） 北京泊

9:40 北京着

11:00 JICA中国事務所へ報告

16:00 在中国日本大使館へ報告(A)

14:00 林業科学研究院視察(B)

18:00 国家林業局主催夕食会

12 5日（土） 15:00 北京発（JL782便）

19:10 成田着
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′

１－８　主要面談者（日程順）

(1) 国家林業局

国際合作司

呉斌 副司長

劉立軍 官員

植樹造林司　病虫害防治処

呉堅 副処長

(2) ＪＩＣＡ中国事務所

美馬巨人 次長

堀江聡 職員

譚潔 職員

(3) 寧夏森林保護研究プロジェクト

古本忠 リーダー

飯島智志 調整員

丸田秀士 専門家

（カウンターパートについては資料６参照）

(4) 寧夏回族自治区政府

外事辧公室

景湛国 副主任

礼宴処

呂学虎 副処長

(5) 寧夏回族自治区科学技術委員会

呂林昌　 副主任

国際合作処

劉錦旗　 処長

国際合作処対外交流中心

李坤其 処長

国際合作処

劉汝貨 副処長
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国際合作処対外交流中心

段励鈎 副主任

（6）三北防護林建設局

弁公室

熊善松 主任

治砂処

李樹清 処長

国際合作処

桃源 副処長

営林処

曽衛平 副処長

超瑛 官員

李静 官員

(7) 寧夏回族自治区林業庁

孫長春 庁長

李賛成 副庁長

外事弁公室

趙京奇 副主任

(8) 寧夏回族自治区林業研究所

李健 所長

林果花茎繁殖センター

沈効東 主任

科学研究室

孫徳祥 主任

育種室

宗玉霞 副主任

弁公室

馬笑天 副主任

無子枸杞課題グループ

王錦秀 副責任者

(9) 中国側評価委員

蘭澤松 寧夏回族自治区林業庁前庁長

楊漢森 寧夏回族自治区科学技術委員会農業処長
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李健 寧夏回族自治区林業研究所長

(10)在中国日本大使館

北林英一郎 二等書記官

(11)林業科学研究院森林保護研究所

楊忠岐 副所長

高瑞桐 研究員

張真 副研究員
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第２章　評価結果

２－１　評価結果総括

1994年４月より５年間実施されてきた本プロジェクトでは、当初、「寧夏回族自治区の主要な森

林害虫の発生生態の解明およびそれらを基礎とした各種防除技術の開発を通じ、森林保護研究体

制の整備、強化に資する」ことを目的としていた。1998年３月に日中合同委員会において、「寧夏

森林保護研究中心において森林保護研究を自立的かつ継続的に実施する基盤が確立される」という

プロジェクト目標が承認され、また、同時にＰＤＭも承認に至ったものである。プロジェクトの

計画は中間評価、またモニタリングを経て適宜調整され、プロジェクト実施状況はおおむね良好

であると判断される。

また、本プロジェクトの意義は、以下のような状況から非常に大きいといえる。すなわち、中

国における植林計画のうち最大規模である「三北防護林建設計画」は、寧夏回族自治区を含む東西

7000km、面積約 4億 haにおいて、2050年までの 3期に分けて森林造成を目指すものである。しか

し、当該地域では 1980年代後半より、カミキリムシを中心とした森林虫害が顕著になってきてお

り、森林虫害抑制技術の研究・開発を実施することが三北防護林建設計画の成否にとっての鍵と

なっている。

合同評価調査の結果、５年間の協力期間においてプロジェクト目標はほぼ達成される見込みで

あり、寧夏森林保護研究センターの研究基盤は整備されてきていると判断された。しかしながら、

プロジェクトの期待されるべき成果のうち、各種防除法の体系化および研究管理部門の制度整備

については計画よりも若干の遅れがみられた。したがって、遅れのみられる以下の分野について

は、日本側によりさらに２年間のフォローアップ協力を実施することが望ましい。また、協力を

実施するにあたっては、中国側で寧夏森林保護研究センターにおいて研究管理を行う人材を配置

することが前提となる。加えて、今後、本研究センターが自立発展していくためには、機材の有

効利用という点からも、本プロジェクトで投入した機材を他研究機関へ開放利用する制度の実施

や、他研究機関との共同研究などを実施していくことが重要である。

（1）森林害虫の防除技術構築

モデル林などを利用し、現在までに成果のあがっている生物的防除法については、実用

に向けた野外試験も含めて実施していくことが肝要である。また、化学生態的防除法につ

いては、カミキリムシという対象の特異性もあることから、機器操作も含めた基礎的な研

究手法の移転を主眼に協力を実施する必要がある。また、協力の成果である交雑種の抵抗

性検定、モデル林の活用を含め、各種防除法を体系化することが必要である。
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（2）寧夏森林保護研究センターの研究開発体制整備

寧夏森林保護研究センターは、本プロジェクトの開始にあわせて新しく設立された組織

であり、効率的な研究実施のための研究管理についてはまだ整備されていない。また、機

材管理についてもあわせて制度整備をする必要がある。

２－２　教訓・提言

（1）教訓

1）　中国寧夏回族自治区において初めて実施されたプロジェクト方式技術協力であり、ま

た寧夏森林保護研究センターも新しく設立された組織であった。プロジェクトの対象で

ある組織が新設されたものである場合、組織自体が効率的に機能するまでに若干の時間

を要すること、また、このプロジェクトのように組織の人員が多様な背景を持つ場合、組

織の意思決定および目標設定過程において若干の障害があることは否めない。特に、中

国という独特の社会的慣習を持つ国においては、これらの障害を当初から見込んだ計画

設定が欠かせない。

2）　しかしながら、本プロジェクトにおいては、中間評価、モニタリングなどを通して現

場において日中双方の合意を得る形で計画の調整を実施しており、これにより、プロ

ジェクト運営が円滑になっている。

3)　本プロジェクト実施中、中国側は通訳を配置し、これによって協力が円滑に実施され

ることとなった。コミュニケーションの損失を防ぐために、通訳を配置することは欠か

せない。

（2）提言

1）　寧夏森林保護研究センターのさらなる自立発展のためには、防除技術の体系化（総合防

除法の研究）と研究開発体制整備のために２年間のフォローアップ協力を実施することが

望まれる。

2)　フォローアップ協力実施分野については、長期専門家を配置し、中国側にも研究主任、

機材管理責任者などを配置させることが必要である。特に、総合防除として各種防除法

の体系化を進めるにあたっては、研究管理分野も含め、効率的・効果的な研究を行うよ

う留意する必要がある。

3)　機材の有効利用という点から、共同研究の推進、機材の開放利用制度の整備などを実

施することが肝要である。

4)　本プロジェクトにおいては、相手国側実施機関の全面的な協力により、計画が円滑に

進められた部分が大きい。これは、日本人専門家が適宜相手国機関やカウンターパート
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に働きかけを行ってきた結果であり、今後とも密接な連係をとることが望まれる。
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第３章　プロジェクト全体評価

３－１　計画達成度

(1) プロジェクト・デザイン・マトリックス(ＰＤＭ)の見直し

既存のＰＤＭは1998年３月に作成された。基本的に妥当なものと考えられる。以来同Ｐ

ＤＭに沿って活動・モニタリングがされてきており、基本的には同ＰＤＭに沿って評価を

行った。ただし、研究および普及の環境整備の必要性を強調するため外部条件として表３

－１下線部の追加を行った。修正後のＰＤＭは資料１のとおりである。

a.　三北防護林造成計画が実施される。

a.　三北防護林建設局が、開発された森林害虫防除技術　
　を採用し、利用する。
b.　防除すべき害虫が顕在化している。

a.　研究中心の研究開発体制が維持され、広域的センター
　としての役割が期待される。
b.　重要森林害虫の種類が変化しない。

a.　必要に応じカウンターパートスタッフ・事務職員が補
充される。

a.　自然災害が起こらない。
b.　治安状況が悪化しない。
c.　機材搬入のための通関手続きなどが円滑に行われる。
〈前提条件〉
a.　研究中心が、電力や水道などインフラの面で十分に機
　能する。

〈スーパーゴール〉
　三北防護林造成地において研究
中心で提案された森林害虫防除方
法が実践される。
〈上位目標〉
　寧夏森林保護研究中心での研究
成果として、三北防護林造成地に
おける森林害虫防除方法が提案さ
れる。
〈プロジェクト目標〉
　寧夏森林保護研究中心において
森林保護研究を自立的かつ継続的
に実施する基盤が確立される。
〈成果〉
1.重要森林害虫による森林被害実
態が把握される。

2.重要森林害虫の発生生態が解明
される。

3.重要森林害虫に対する防除技術
が構築される。

4.寧夏森林保護研究中心において
森林保護の研究開発体制が整備
される。

〈活動〉

表３－１

プロジェクトの要約 外部条件



- 12 -

(2) 計画達成度

当初計画の達成度は、PDMに基づいて資料２－ IIのとおりにまとめられている。

３－２　評価結果の分析

ＪＰＣＭ手法に基づく評価 5項目（目標達成度、効果、効率性、計画の妥当性、自立発展性）に

よる評価分析の結果は資料２－Ⅲのとおりにまとめられている。評価項目別の分析結果の要約は

次のとおりである。

（1）目標達成度

本研究センターの研究基盤は整備されてきており、プロジェクト目標は一部を除いてほ

ぼ計画どおり達成される見込みである。

本研究センターにおける研究能力は向上しており、プロジェクト期間中に蓄積された

データをもとに、今後、防除方法の体系化を行うことにより、三北防護林造成地などにお

ける防除方法についての研究を続行することが可能になると思われる。

本研究センターの研究成果論文集にはカウンターパートによる 27編の研究論文が掲載さ

れている。

〈今後の課題〉

・野外試験などの実用化に向けた研究

・各種防除法を効率的に組み合わせた形での防除法の体系化

・研究管理・運営面の改善

・精密機器などの機材の維持・管理

（2）効果

本センターの活動により、寧夏回族自治区の森林関係者が、ゴマダラカミキリ類の防除

と研究を通して野外防除試験および防除モデル林に対して関心と期待を持っており、森林

保護の重要性が一般にも啓発されつつある。

また、三北防護林計画内における病虫獣害の拡大や 1998年の洪水被害を背景に、本セン

ターの活動は、中央政府・林業部門の森林防護への認識と期待を増大させている。

一方、中国における協力活動、日本における研修を通じて日中の友好が強まったとの効

果が関係者から表明された。
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（3）実施の効率性

おおむね妥当な投入が日中双方によってなされ、成果に貢献したと評価できる。中国側

からの人的投入では、寧夏農林科学院林業研究所や寧夏林業庁森林病虫害防除検疫総ス

テーションから本センターへの移籍がカウンターパートの大部分を占めている。

〈今後の課題〉

・国内支援機関などとの調整による専門家派遣の遅れの解消

・輸出許可申請、通関手続きなどによる機材到着の遅れの解消と利用率の向上

・研究室のいっそうの整備

・本邦研修成果のセンター内での波及効果の促進

（4）計画の妥当性

中国における環境対策の重要性は国内のみならず国際的にも認識されている。1998年の

中国における洪水被害により、本プロジェクトの重要性に対する認識はさらに高まってき

ていると判断される。環境保護の主要な柱である森林保護分野においては国家レベルの計

画として三北防護林計画が策定されている。三北防護林計画における害虫問題は、ゴマダ

ラカミキリ類の防除研究を促進するために国家林業局が内モンゴル自治区にモデル林を建

日本側の投入

長期専門家：３～４名／年（延べ８名）

　　（リーダー、業務調整、森林昆虫、防除

　　　技術）

短期専門家：36名

機材供与：１億 7600万円

研修員受入：16名および１名受入予定

ローカルコスト負担：合計 7300万円

　モデルインフラ：2500万円

　造林対策：2120万円

　安全対策：70万円（1999年２月現在）

　一般現地業務費：2830万円

（1999年２月現在）

中国側の投入

土地：6900m2・120.4ha

建物：1761m2

　　（1613m2専用棟・148m2車庫とボイラー室）

施設：センター専用棟・車庫・ボイラー室

　　　　（379万元）

カウンターパート：12名

事務職員（管理職員を含む）：13名

　（管理職員：３名、経理職員：２名、通訳：

　　１名、運転手：４名、その他：３名）

ローカルコスト：1994／ 1995年：72万元

　　　　　　　　1995／ 1996年：70万元

　　　　　　　　1996／ 1997年：80万元

　　　　　　　　1997／ 1998年：80万元
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設する必要があるほど重大と認識されている。したがって、これらのゴール・目標は国家

的必要性および政策からみて整合性・妥当性の高いものである。

なお、1998年の江沢民国家主席来日時に以下のとおり共同プレス発表がなされている。

11月 27日発表「日中両国の 21世紀に向けた協力強化に関する共同プレス発表」（抜粋）

１ . 二国間関係における協力（抜粋）

双方は、植林造林・森林保全などの分野での官民双方による具体的協力内容を早急

に検討し、推進していくことで意見の一致をみた。

〈今後の課題〉

・広域的に貢献し得る組織的研究能力の育成

・組織的枠組みを超えた機材の開放利用・共同研究の推進

（5）自立発展の見通し

1) 制度的側面

寧夏回族自治区内の虫害被害の甚大さから、寧夏回族自治区政府は森林保護研究の重

要性を十分認識しており、これまでカウンターパートの投入、研究所の建設、試験地の

確保、研究費の捻出などの負担をしてきた。その結果、研究制度整備の初期段階の成果

は十分あがったといえる。寧夏回族自治区においても機構改革が行われようとしている

が、林業庁は本センターを常設の独立した機関としてプロジェクト終了後も存続させる

ことを決定していることから、今後も制度面は確保されていると判断できる。
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寧夏回族自治区人民政府常務副主席周生賢氏の発言要旨

今までこのプロジェクトはよい成績を収めた。これから、もっと深く研究すること

がよい。このプロジェクトについて、寧夏の技術者はもちろん研究を続けていく。私

たちが求めることは中日の協力だ。このプロジェクトの延長をお願いしたい。もし延

長できれば、人民政府は延長について便利な条件を提供する。少なくとも４つの約束

をする。

（1）林業庁とこのセンターを継続することを保証する。

（2）寧夏側の専門家の仕組みを強化する。

（3）もし延長できれば延長に必要な経費を人民政府が負担する。

（4）農林担当副主席として本件を注目する。

〈今後の課題〉

・各年度の研究計画の妥当性検討、さらに野外での共同調査やデータの共有など研究の

効率促進といった研究管理面での充実

・他の研究機関との学術交流・共同研究・人的交流などによる連携の制度化およびその

実施

・今後の自立的発展にとって、本センターの現在の制度的位置づけ（寧夏林業庁所管）が

適切かどうかの検討

2) 財政的側面

これまで必要経費は寧夏回族自治区政府財政庁および科学技術委員会が負担している。

寧夏回族自治区政府財政庁および科学技術委員会はこの計画の意義を認めており、今後

とも財政面での問題は少ないと考えられる。

中国においても公的機関の独立採算への動きがみられるが、本センターが基本的には

不特定多数の受益者を想定した研究機関であることを考えると、実用的な研究成果をあ

げることが、財政的自立を維持するためにも、最も中心的な方策であると考えられる。

〈今後の課題〉

・各種分析機器は寧夏での修理は無理としても中国国内での修理で対応できる修理体制

を整備・確認すること。高精度の機材は、中国の貨幣価値から判断すると相当高額で

あるため、長期にわたって活用できるよう維持管理に十分配慮する必要がある。
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3) 技術的側面

研究方法論など個別の基礎的技術の移転は進み、施設・機材の整備、調査地の確保な

ども順調に進展している（研究成果論文集参照）。また、研究環境が良好である理由によ

り、カウンターパート全員が引き続き本センターで研究活動を続ける希望を表明してい

る。一方、未習得の知識・分野も少なからず残っており、フォローアップが求められて

いる。

なお、中国林業科学研究院森林保護研究所からも本研究センターとの共同研究の希望

が表明されたことは注目される。

〈今後の課題〉

・研究者が計画達成のために協力・共同で研究を行う体制の整備・強化

・個々の研究者の技術・知識を本センター内で共有し、他機関へ普及するシステムの構

築

・研究センターの活性化、機器の活用促進のための研究交流、機器の共同利用の推進

・機器の維持管理強化
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第４章　分野別評価

４－１　森林昆虫分野

４－１－１　課題別活動実績および成果と評価

（1）被害実態の調査〔以下（　）内の番号は、それぞれ資料１のＰＤＭに対応する〕

1） 活動実績

寧夏回族自治区における、ツヤハダゴマダラカミキリとキイロゴマダラカミキリによ

るポプラの被害統計を収集・解析して被害発生実態を把握した。同自治区内の約 200数

カ所に赴き、生えているポプラを任意に 30本を選んで樹種、木のサイズ、カミキリの被

害を記録した。このデータをもとに、木のサイズ（胸高直径）と被害との関係、樹種と被

害との関係などについて解析を行った。同時に各地より被害材を採集し、成虫を羽化さ

せ上記 2種の地理的分布を調べた。

2） 成果と評価

寧夏回族自治区内の被害実態が把握され、樹種による被害の受けやすさの差、木のサ

イズ（胸高直径）と産卵痕数、羽化孔数との関係などの解析がなされた。解析の進捗には

若干の遅れがみられるが、被害実態調査の目的はほぼ達成されたと考えられる。

3） 今後の展望と課題

寧夏回族自治区内にはゴマダラカミキリ属の 2種、ツヤハダゴマダラカミキリとキイ

ロゴマダラカミキリが生息する。銀川周辺には基本的に前者のみが分布するとみられる

が、寧夏回族自治区南部では両者が混生すると思われる。これら２種の分布の把握は応

用的な観点からも重要であるが、いまだ知見は十分でない。今後とも各地から標本を積

極的に収集することが必要である。

また、被害実態の調査については、プロジェクト初期のうちに完了していれば、プロ

ジェクト終了直前に再調査することによって、５年間の被害の変化を知ることができた

はずであり、今後の被害の推移を知るうえでも重要な資料が得られたと考えられる。こ

うした基礎的な情報は各分野の研究にも不可欠であるので、早期のうちに完了するべき

であったが、本プロジェクトは新設された組織において実施されたため、カウンター

パートの質の向上などプロジェクトそのものの立ち上げに時間を要したことによって、

被害実態調査が遅れたことは他プロジェクトにおいても考慮されるべきポイントである。
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（2）主要森林害虫の生態解明・大量飼育法の研究

（2－ 1） 森林害虫の生態解明

1） 活動実績

ツヤハダゴマダラカミキリ個体群動態解明のために以下の調査を行った。苗木場（セ

ンターそば）の約 80本の感受性ポプラで、1995年以来成虫発生期（おおむね７月はじめ

から 10月まで）に毎日、樹幹上にいるツヤハダゴマダラカミキリの成虫数、樹幹の羽化

孔数、排糞孔数、産卵痕数をカウントし、同時に気温などの気象データもとった。また

黄河護岸林に設けたヤナギの試験林（試験木は約600本）において、春と秋に胸高直径、羽

化孔数、排糞孔数、産卵痕数をカウントした。

2） 成果と評価

主に苗木場と黄河護岸林での調査に基づき、林分内における被害木の分布、木のサイ

ズと産卵痕数・羽化孔数との関係、樹幹での産卵痕・羽化孔の垂直分布などのデータが

得られている。すなわち産卵痕や羽化孔が特定の木に集中すること、木当たりの産卵数

が増加すると成虫までの生存率が低下する傾向にあること、また産卵痕の分布のピーク

がおおむね樹高の半分の高さにあることなどがわかった。生存率については、黄河護岸

林における卵から成虫羽化までの生存率の推定値が得られている。ただし、目標である

生命表の作成に必要な発育各段階における生存率は得られていない。羽化して以降の成

虫の生存曲線、齢別産卵数は、防除時期の決定などのためにも重要であるが、現在のと

ころ断片的なデータのみとられている。

3） 今後の展望と課題

本課題については、基本的な研究手法およびデータ収集手法は中国側に移転されてお

り、今後は中国側独自で長期的な研究を実施することが望まれる。

（2－ 2） 森林害虫の大量飼育法研究

1） 活動実績

主に合成人工飼料によるツヤハダゴマダラカミキリの大量飼育法を確立するために、

ポプラの枝やカイコ用飼料を利用して卵から成虫までの人工飼育を試みた。

2） 成果と評価

人工飼育技術の確立については順調に進み、野外で採取した卵を人工飼料を用いて、

野外より短期間で成虫まで経過させることに成功している。また、ポプラ内樹皮を含ま

ない完全人工飼料の組成も完成している。成虫から卵を大量に採取するのが難しく、「大

量飼育」の確立には至っていないものの、人工飼育技術の確立はほぼ達成された。
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3） 今後の展望と課題

人工飼育技術はほぼ完成したが、大量飼育の確立は採卵の困難さなどから今後とも困

難と予想される。いかにして効率的に多くの卵を成虫から得るかが今後の課題である。

また、ツヤハダゴマダラカミキリの大量飼育を目標に掲げたことには再考の余地がある。

カミキリムシに限らず、穿孔性昆虫で大量飼育が成功している例は決して多くなく、一

般的に困難であることを物語っている。より無理のない目標を立てることがプロジェク

トの達成にとっても必要と考えられ、本活動については、対象をツヤハダゴマダラカミ

キリ以外の昆虫にしなければその成果を計ることは難しい。一方、人工飼育そのものは

短期専門家の適切な指導もあって技術移転がほぼ完了した。このことは、立てられる目

標が適切であり、かつ派遣される専門家とカウンターパートとの連携が重要であること

を改めて示している。

（2－ 3） 発育生理の研究

1） 活動実績

休眠覚醒時期など、ツヤハダゴマダラカミキリの発育生理の解明を目的に調査した。

野外から被害木を採取し卵、幼虫、蛹、成虫の割合を調査した。また、冬季に収集した

幼虫を加温し、成虫の羽化時期を調べることにより休眠覚醒時期を推定した。また、キ

イロゴマダラカミキリとツヤハダゴマダラカミキリの交雑試験も実施した。

2） 成果と評価

卵、幼虫、蛹すべてのステージが冬季に見つかっており、越冬ステージはまちまちで

あるが、休眠するのは終齢幼虫のみであることがわかった。また材内の終齢幼虫は10月

以降しだいに休眠に入るが、３月には覚醒することが確認された。したがって休眠覚醒

時期の決定という目標はほぼ到達されたと判断される。また、ツヤハダゴマダラカミキ

リとキイロゴマダラカミキリの交雑が野外で起こり得るかどうかを調べるため、室内で

正逆交配を行い、得られた卵の孵化率は同種間交配の場合より若干低下するが正常に孵

化することがわかった。実際に野外でも雑交が観察されているが、生存可能な雑種成虫

の生じる頻度は不明である。

3） 今後の展望と課題

本課題については、基本的な研究手法は中国側に移転されており、今後は中国側独自

で長期的な研究を実施することが望まれる。
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（3）主要森林害虫の虫害発生の査察・予察システムの研究および各種防除法の研究

（3－ 1） 虫害発生の査察・予察システム

1） 活動実績

ツヤハダゴマダラカミキリによる被害の査察や、防除の要否・適期を決定する予察法

を確立することを目的とした。査察のための被害最適調査法開発に向け、固定調査地で

行ったツヤハダゴマダラカミキリによる被害実態調査データの解析と、被害予測モデル

の構築・改良を行った。また簡便な査察法と最適調査法の開発のためにデータ分析を

行った。固定試験地はセンターそばの苗木場（合作楊）と黄河護岸林（ペキンヤナギ）に設

けた。

2） 成果と評価

固定試験地における調査の結果を利用して、ツヤハダゴマダラカミキリによる被害量

や収量の年次変化を予測する簡単なモデルがいくつか作られた。しかしこれらのモデル

は、現実的でない仮定を含むうえ、データの不足から少数のパラメータしか使われて

おらず、実地への適合性に関して十分でない。一方、気温、日照時間、雨量、湿度とツ

ヤハダゴマダラカミキリの羽化との関係に関する解析が行われ、羽化開始が年最高気温

の到達日と一致することなど、気象要因と羽化との関連がいくつかわかった。目的は一

部達成されたが、現実的な予察・査察システムは完成していない。今後、各種防除法の

体系化の過程とあわせ、予察・査察システムを改善していくことが望まれる。簡便査察

法と最適調査法については、羽化孔の平均込み合い度と平均値との回帰を利用して、最

小必要サンプル数（調査木数）を試算した。

3） 今後の展望と課題

新たな植林地にどのようにカミキリが侵入し、年ごとに被害を拡大していくかを予測

することができれば、効果的な防除手段を投入するうえで有益であり、これが査察・予

察システムを作る目的のひとつでもある。これに関連し、1997年に造成された新華僑モ

デル林では、すでにツヤハダゴマダラカミキリによる被害が始まっている。今後、被害

の拡大に関するデータが得られれば、そうした予測の基礎資料として有効と考えられる

ので、計画的・長期的な調査が望まれる。予察システムの作成にとっても有用なデータ

が得られるかもしれない。
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４－２　防除技術分野

（3）森林害虫の防除技術構築

（3－ 2） 生物的防除法の研究

1） 活動実績

天敵生物によるツヤハダゴマダラカミキリの密度抑制技術を開発する手法の習得を目

的として研究を行った。

ツヤハダゴマダラカミキリの天敵生物を探索するために、寧夏回族自治区内などでツ

ヤハダゴマダラカミキリやキイロゴマダラカミキリの死体または土壌中から微生物分離

し、ツヤハダゴマダラカミキリ穿入孔道内から天敵昆虫の採集を行った。

分離菌株のツヤハダゴマダラカミキリに対する病原性検定を室内で行った。高感染率

を示した菌株について、野外での胞子発芽率の変遷、胞子拡散距離、感染率などを調査

した。

ツヤハダゴマダラカミキリの捕食性甲虫として捕獲されたサビマダラオオホソカタム

シの人工飼育を試みた。

2） 成果と評価

ツヤハダゴマダラカミキリに対する多数の病原微生物を分離し天敵昆虫を数種捕獲し

た。分離菌株のなかから室内病原性検定で病原性の強い株を選び、野外での生態的特性

を明らかにした。天敵昆虫として採集頻度の高いサビマダラオオホソカタムシの人工飼

育法を開発した。昆虫病原菌の分離・培養手法と病原性検定手法、天敵昆虫の探索・人

工飼育法を習得するなど、目的はかなりの程度達成できている。

3） 今後の展望と課題

病原性を維持した胞子や放飼した捕食者のモデル林を含めた野外における動態解析・

天敵としての効果判定など、野外施用法開発に必要な研究手法習得に向けたさらなる技

術移転が望まれる。

（3－ 3） 化学生態的防除法の研究

1） 活動実績

ツヤハダゴマダラカミキリの生物間相互作用にかかわる生理活性物質を利用した防除

技術開発手法の習得を目的として研究を行った。

ツヤハダゴマダラカミキリまたは寄主植物由来の誘引性化合物と忌避性化合物につい

て、歩行虫に対する種々生物検定装置の試作を行った。雌成虫体表抽出物に対する雄成

虫の反応行動の解析を行い、接触性の性フェロモンの抽出・精製を行った。雌雄成虫の

脱出後日数と性的成熟程度の関係を行動観察と解剖によって検討した。
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2） 成果と評価

ツヤハダゴマダラカミキリ歩行成虫の生理活性物質に対する行動を指標とした種々生

物検定の装置と方法の改良を行い、寄主や同種他個体の認識に際し揮発性化合物に対す

る嗅覚より不揮発性化合物に対する化学受容を主に利用していることを明らかにした。

後食と性成熟との関係が雌雄で異なることを明らかにした。一部成果はあがっているも

のの、防除への利用が有望といわれる誘引物質に対しては生物検定法が確立されず、分

析機器使用法についても技術移転が完了したといえる状態にはないなど全体的には目標

の達成に遅れがみられる。

3） 今後の展望と課題

化学的研究経験のないカウンターパートにとって簡便に判定できる生物検定を用いた

生理活性物質についての研究は、抽出・精製といった基礎的な手法や機器操作法の習得

には有効であるが、研究内容に関してはプロジェクト目標という観点からの選定が必要

である。揮発性の生理活性物質を研究するために、ツヤハダゴマダラカミキリ触角の電

気生理学的反応と飛翔虫の行動を指標とした生物検定手法の導入が不可欠である。機器

操作法の習得や昆虫行動の化学生態学的解析法を含めた基本的な研究手法の技術移転が

望まれる。

（3－ 4） 造林育種的防除法の研究

1） 活動実績

ツヤハダゴマダラカミキリによる被害を回避するための植栽法と抵抗性樹種を開発す

る手法の習得を目的として研究を行った。

被害調査の結果をもとに、立地環境や林分構造による被害程度の違いについて解析を

行った。中国国内各地から既存抵抗性樹種を導入し、銀川市における生育特性調査を

行った。抵抗性の樹種を作り出すために、抵抗性種間を中心に交雑を行った。また、交

雑種に対する早期検定法を確立するために、感受性ならびに抵抗性の樹種に対するツヤ

ハダゴマダラカミキリの選好性・産卵数・孵化率、および接種幼虫の死亡率・体重増加

に分けた検定項目の妥当性検討を行った。挿し木での増殖が困難な種に対しては、組織

培養による大量増殖・再生法の検討を行った。

2） 成果と評価

造林施業法研究で取り上げた、立地環境・林分構造と被害程度の関係解析については

目的がほぼ達成され、その結果がモデル林造成に活用された。ツヤハダゴマダラカミキ

リに対する寄主の抵抗性検定法確立のために検討した３項目が早期検定に有効であるこ
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とを明らかにした。交配により得られた千数百株を交配雑種の抵抗性検定実施のため野

外に植栽し苗木を造成した。導入種の収集や交雑種の作出などでは成果が得られている

が、モデル林を含めた野外での導入樹種・交雑種などの抵抗性検定の実施・結果の解析

と、それに基づく育種方針の策定に関する手法の習得が必要と判断される。

3） 今後の展望と課題

これまでの成果として得られている交雑種苗の抵抗性検定を速やかに行い、今後の育

種に対する方針の決定をすることが重要と考えられる。モデル林に活用された造林施業

法研究結果の有効性判定のために、枯死原因や補植時期を含めた詳細なデータの収集蓄

積と造林計画へのフィードバックが望まれる。

（3－ 5） 総合防除法の研究

1） 活動実績

ツヤハダゴマダラカミキリに対する総合防除法の体系化手法の習得を目的として研究

を行った。

既存防除技術のツヤハダゴマダラカミキリに対する効果の検討を行うために、寧夏回

族自治区内の虫害発生林で殺虫剤散布・粘着トラップ設置などを行った。被害調査デー

タや成虫発生消長結果などに基づく被害変動予測モデルに防除効果の仮定した値を組み

込んで予備的解析を行った。

2） 成果と評価

殺虫剤散布や粘着トラップ設置区での死亡率や無処理区での害虫密度が不明のため、

既存防除技術の効果は判定できなかった。防除技術の効果を仮定した被害動態モデルの

予備的解析結果から、より精度の高い長期にわたる被害調査データが必要と判断された。

ツヤハダゴマダラカミキリに対する個別の防除技術開発が遅れ、防除手法の効果判定に

必要な成虫密度・死亡率の推定法も開発されていないので、総合防除法の体系化の達成

は遅れている。

3） 今後の展望と課題

総合防除法体系化構築の一般論についての技術移転はなされているので、総合防除法

に組み込む個別技術の効果判定に必要な成虫密度・死亡率推定法の確立と生命表作成が、

ツヤハダゴマダラカミキリの防除法体系化のために必要である。精度の高い長期にわた

る被害調査データをもとにして被害動態予測モデルを構築し、防除技術に求められる害

虫密度削減率を算定するとともに、個別の防除技術を評価し総合防除法を体系化する必

要がある。
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